
 函館市 農業法 人参 入支援 事業費 補助金 交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要 綱は ，本 市 に農業 参入す る団体（ 以下「 農業 参入団 体」

という 。）に対し ，農 業振興 地域に おける 農業の担 い手の 育成 および 耕

作されて いない 農地 等の解 消を図 り，新 たな雇用 機会を 創出 するこ と

を目的と し て， 農業 法人参 入支援 事業費 補助金 （ 以下「 補助 金」と い

う。）を 交付す ること に 関し，函館市 補助 金等交付 規則（昭 和 6 2年函館

市規則第 4 3号。）に定め るもの のほか ，必 要な事項 を定め るも のとす る 。 

 （定義 ）  

第２条  この要 綱に おいて ，次の 各号に 掲げる用 語の意 義は ， 当該 各号

に定める ところ によ る。  

 ( 1)  農業  市 内の農 地（ 耕作の 目的に 供される 土地を いう 。）また は農

地以外の 土地等（以 下「農 地等 」とい う。）にお いて農 産物の 生産を

行う事業  

 ( 2)  農業参入  農業 参入と は次の 方法 によるも のとす る。  

   ア  農地等 にお ける農 業の実 施  

   イ  農業の 実施 に伴う 農地 等 の取得 ， 使用賃 借権ま たは 賃借権 の設   

   定  

   ウ  農業の 実施 に伴う 自社ま たはグ ループ会 社の本 社も しくは 営業

所等の市 内設置  

  ( 3)  常時雇 用者  農 業参 入団 体 が 雇用 する 従業 員の うち ， 農 業ま たは

その関連 事業 （出荷 ，加工 ，販売 等を含 む）に関 する 業務に 原則年

間１５０ 日（ ８ 時間 程度 ／ 日）以 上従事 するもの をいう 。  

（補助対 象 農業 参入 団体）  

第３条  補助金 の 交 付の 対 象とな る 農業 参入 団体 は，以 下 に 掲げる 要件

をすべて 満たす もの とする 。  

(1 )  新たに 市内 に農 業参 入し た法 人 ま た は市 内に 住所 を有 する 複数の

農業者で 新たに 組織 される 法人 で あるこ と  

(2 )  市内に 農地 の権 利を 取得 した 日ま た は市 内に 住所 を有 する 複数の



農 業 者 で 新 た に 組 織 さ れ る 法 人 を 設 立 し た 日 の 属 す る 年 度 か ら ５

年度以内 の法人 であ ること  

(3 )  市内に 自社 また はグ ルー プ会 社の 本 社も しく は営 業所 等が あるこ

と  

(4 )  事業の実施 面積が 5 0 a 以上であ るこ と  

(5 )  事業を実施 した農 地 等に おいて ５年 以上農作 物の生 産を 続ける こ    

  と  

(6 )  国およ び 道 その 他団 体等 の農 業参入 や規模 拡大 を支 援す る事 業に ，

重複して 申請を 行っ ていな いまた は行わ ないこと  

（補助対 象経費 等）  

第４条  補助金 の交 付の対 象とな る経費（以下「補 助対 象経費 」と いう 。）

および対 象期間 は， 別表の 補助対 象経費 欄に掲げ る経費 （消 費税お よ

び 地 方 消 費 税 を 除 い た 額 と す る 。） お よ び 対 象 期 間 欄 に 掲 げ る 期 間 と

する。た だし， 補助 対象期 間に契 約，取 得，実施 および 支出 したも の

に限る。  

２  補助 金の額 は， 補助対 象経費 に別表 の補助率 欄に掲 げる 補助率 を乗

じて得た 額とし ，千 円未満 の端数 が生じ たときは ，これ を切 り捨て る

ものとす る。た だし ，同表 の補助 上限額 について 予算の 範囲 内で交 付

する。  

（事業実 施計画 の認 定）  

第５条  事業を 行お うとす る 農業 参入団 体 で補助 金の交 付を 受けよ うと

するもの は，事 業実 施計画 を市長 に提出 し，その 認定を 受け なけれ ば

ならない 。  

２  前項 の認定 を受 けよう とする 農業参 入団体 は ，事業 に着 手する 日の

60日前から 事業 に着手 した 日 後 3 0日まで の期間内 に，別記 第 １ 号様式

の 申 請 書 に 別 記 第 ２ 号 様 式 の 計 画 書 お よ び 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て

市長に申 請しな けれ ばなら ない。  

 ( 1)  事業にか かる経 費の見 積書  

(2 )  農地の賃借 契約書 等  

(3 )  法人の定款  



(4 )  法人の登記 事項証 明書  

(5 )  市内に 事務 所も しく は営 業所 を賃 借 する 場合 は， 賃貸 借契 約書の

写し  

(6 )  その他参考 となる 書類  

３  市長 は，前 項の 規定に よる申 請があ った場合 におい て， 計画に 係る

事 業 が 第 ３ 条 お よ び 第 ４ 条 に 掲 げ る 要 件 の い ず れ に も 適 合 し て い る

と認める ときは ，認 定をし ，その 旨を通 知するも のとす る。  

４  前項 の規定 にか かわら ず，市 長は， 第２項の 規定に より 認定の 申請

を し た 農 業 参 入 団 体 が 債 務 超 過 の 状 態 に あ る 等 の 理 由 に よ り 継 続 的

な事業の 実施が 困難 である と認め られる ときは， 当該 農 業参 入団体 に

その理由 を示し たう えで， 当該認 定をし ないこと ができ る 。  

５  市長 は，第 ３項 の認定 をする 場合に おいて必 要があ ると 認める とき

は，条件 を付す こと ができ る。  

（事業実 施計画 の変 更等の 申請）  

第６条  前条の 規定 により 実施計 画の認 定を受け た 農業 参入 団体 は ，当

該 認 定 に 係 る 実 施 計 画 に 記 載 さ れ た 事 項 の 変 更 ま た は 中 止 す る と き

は，別記 第 ３号 様式 または 別記第 ４号様 式の申請 書によ り市 長に申 請

し，その 認定を 受け なけれ ばなら ない。  

２  前条 第３項 およ び第５ 項の規 定は第 １項の認 定につ いて 準用す る。  

（実績報 告 ）  

第７条  農業参 入団 体 は， 補助金 の交付 の申請を しよう とす るとき は，

当 該 補 助 金 の 交 付 の 対 象 と な る 事 業 年 度 の 終 了 の 日 の 翌 日 か ら 起 算

して 3 0日以内に ，別記 第 ２号 様式 の実績 報告書 ，別記 第 ５号 様式の 補

助金交付 申請書 およ び次の 各号に 定める 書類を添 えて， 市長 に提出 し

なければ ならな い。 ただし ，やむ を得な い理由が あると 市長 が認め る

場合は， 一部の 書類 の提出 を省略 できる ものとす る。   

(1 )  事業の収支 決算書 または これに 代わ る書類  

(2 )  購入した農 地等の ほか，借 り受け た 農地等が ある場 合に あって は，

その契約 書の写 し  

(3 )  函館市 民の 雇用 があ る場 合あ って は ，住 民票 の写 しま たは 住民情



報閲覧同 意書 お よび 対象市 民常時 雇用者 の雇用期 間 ，勤 務時 間，勤

務実態等 がわか る通 知書等 の写し  

(4 )  事業にかか る経費 の領収 書  

（交付の 決定お よび 額の確 定）  

第８条  市長は ，前 条の規 定によ る申請 があった ときは ，当 該申請 に係

る書類の 審査お よび 必要に 応じて 行う現 地調査等 により ，当 該申請 の

内容を審 査し， 適当 と認め るとき は，補 助金の交 付の決 定お よび額 の

確定を行 い，当 該申 請をし た者に 通知す るものと する。  

２  市長 は，第 １項 の調査 により 補助金 を交付す ること が適 当でな いと

認めると きは， 当該 申請を した者 にその 旨を通知 するも のと する。  

（補助金 の交付 ）  

第９条  補助金 は， 前条の 額の確 定後に おいて交 付する もの とする 。  

（報告）  

第 10条  補 助金 の交付 を受け たもの は，補助金の 交付を 受け た最初 の年

から５年 間，農 作物 の生産 状況に ついて ， 別記第 ６号様 式に より市 長

に報告す るもの とす る。  

（農作物 の栽培 等の 中止の 届出）  

第 11条  農 業参 入団体 は，補 助金 の交付 決定後５ 年以内 に，農作物 の栽

培等を中 止しよ うと すると きは， その理 由および その日 をそ れぞれ 当

該 事 実 が 生 じ た 日 か ら 10日 以 内 に ， 必 要 に 応 じ て 関 係 書 類 を 添 付 し ，

別記第７ 号様式 の届 出書に より 市 長に届 け出なけ ればな らな い。  

（補助金 の交付 の決 定の取 消し等 ）  

第 12条  市 長は ，農 業参入 団体 が 次の各 号のいず れかに 該当 すると 認め

るときは ，当該 補助 金の交 付の決 定の全 部または 一部を 取り 消すこ と

ができる 。  

(1 )  偽りそ の他 不正 の手 段に より 補助 金 の交 付を 受け ，ま たは 受けよ

うとした とき  

(2 )  補助金の交 付の決 定の内 容また はこ れに付し た条件 に違 反した と    

 き  

(3 )  補 助 金 の 交 付 の 決 定 後 ５ 年 以 内 に 農 作 物 の 栽 培 を 中 止 し た と き



（次に掲 げる事 由に よる場 合を除 く。）  

ア  災害 により 操業 等を継 続する ことが できなく なった 場合  

イ  企業 経営の 悪化 等によ る倒産 の場合 で，交付 の決定 を受 けた補 助

金の全額 の交付 を受 けてい るとき  

２  市長 は，前 項の 規定に より補 助金の 交付の決 定を取 り消 した場 合に

おいて， 取消し に係 る部分 に関し て既に 補助金が 交付さ れて いると き

は，期限 を定め てそ の返還 を命ず るもの とする。  

（違約加 算金）  

第 13条  農 業参 入団体 は，前条 第１項 各 号（第３号 を除く 。）の 規定に よ

り補助金 の交付 の決 定を取 り消さ れ，同 条第２項 の規定 によ り補助 金

の返還を 命ぜら れた 場合に おいて ， 納期 日までに 納付し なか ったと き

は，納期 日の翌 日か ら納付 の日ま での日 数に応じ ，未納 の額 （その 一

部を納付 した場 合に おける その後 の期間 について は，当 該納 付した 金

額を控除 した額 ）につ き年 1 0 .9 5パーセン トの割合 で計算 した 違約加 算

金を市に 納付し なけ ればな らない 。  

（雑則）  

第 14条  こ の要 綱に定 めるも ののほ か， 必要な事 項は， 別に 定める 。  

附  則  

この要綱 は，令 和５ 年 ７月 １４日 から施 行する。  

  



別表１（ 第４条 関係 ）  

補助対象 経費  内容  補助率  対象期間 補助上限額 

土地の賃 借料  新 た に 借 用 す る 土 地 の

賃借料（ 5 0 a 以上）  

補 助 対 象 経

費 の ２ 分 の

１以内  

５ 年 間 ４万円  

土地の購 入費  新 た に 購 入 す る 土 地 の

購入費（ 5 0 a 以上）  

補 助 対 象 経

費 の ２ 分 の

１以内  

１回  20万円  

土壌改良 費  農 業 参 入 す る 法 人 が 耕

作 放 棄 地 等 の 土 壌 を 改

良するた めの経 費  

補 助 対 象 経

費 の ２ 分 の

１以内  

５ 年 間 10 0万円  

機 械 お よ び 施

設 の 取 得 に 要

する経費  

農 業 機 械 お よ び 農 業 施

設 を 新 た に 取 得 す る 場

合に要す る経費  

補 助 対 象 経

費 の ２ 分 の

１以内  

１回  10 0万円  

機械の借 用（リ

ース等）に要す

る経費  

農 業 機 械 を 新 た に 借 用

（ リ ー ス 等 ） す る 場 合

に要する 経費  

補 助 対 象 経

費 の ２ 分 の

１以内  

５ 年 間 50万円  

備考  

 １  こ の表の 年度 の起算 につい ては， 市内農地 の権利 を取 得した 年度

または複 数の 農業者 で新た に組織 される 法人を設 立し た年度 から起

算するも のとす る。  

 ２  こ の表の 補助 対象経 費につ いては ，農業参 入団体 の 事 業年度 の令

和５年度 以降に 要し た経費 を対象 とする ものとす る。  

 ３  土 地の賃 借料 に対す る補助 金およ び土地の 購入費 に対 する補 助金

の交付に ついて は， 併せて 受ける ことが できない 。  

 ４  機 械およ び施 設の取 得に要 する経 費に対す る補助 金お よび機 械の

借用（リ ース 等）に 要する 経費に 対する 補助金の 交付 につい ては，

併せて受 けるこ とが できな い。  

  



別表２（ 第４条 関係 ）  

補助対象 経費  内容  対象期間  補助上限 額  

人件費  函 館 市 民 の 雇 用 （ 常 時 雇

用者に限 る）が ある 場合  
５年間  

20万円 /人  

5人分  

 



別記第１ 号様式 （第 ５条関 係）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金事業実施計画認定申請書  

 

 年   月   日   

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号               

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

 上記の 補助事 業に 関し， 別紙の とおり 事業計画 の認定 を受 けたい の

で，函館 市農業 法人 参入支 援事業 費補助 金 交付要 綱第５ 条第 ２項の 規定

により関 係書類 を添 えて申 請しま す。  

  



別紙  

営農計画書  

 年  月  日  

法人名   

所在地   

函館市へ 農業

参入する 理由  

 

農作物を 生産

する農地 等  

所在地  取 得 状 況  

 済・未  

 済・未  

 済・未  

 済・未  

生産農地  区分  地目  現状（ h a）  目標（ h a）  

所有地     

借入地     

作業受託    

所有農機 具等  名称  購入年 台数  摘要  

    

    

    

資金調達  ①  自己資金             円  

②  借入資金             円  

借入先  

生産の目 標  作物名  生産目標 面積（ a）  

   

   

   

   

   



※ （ b ） ＞ 上 限 額 の 場 合 は ， 上 限 額 が 対 象 費 用 。  

※ （ c ） ＞ 上 限 額 の 場 合 は ， 上 限 額 が 対 象 費 用 。  

※ （ a ） ＞ 上 限 額 の 場 合 は ， 上 限 額 が 対 象 費 用 。  

別記第２ 号様式 （第 ５条， 第７条 関係）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金事業実施計画書（実績報告書） 

 年   月   日  

１．土地 の賃借 また は 購入 （   年  月  日～   年  月  日）  

土 地 住 所  面 積  単 価  合 計 金 額  事 業 総 額 ( a )  補 助 対 象 費 用  

□賃借  

□購入 
a  円/10a 円  

千 円  

 

千 円  

( ( a ) × 1 / 2 )  

□賃借  

□購入 
a  円/10a 円  

□賃借  

□購入 
a  円/10a 円  

□賃借  

□購入 
a  円/10a 円  

２．土壌 改良 （   年  月  日～   年  月  日 まで）  

土 地 住 所  面 積  単価  事 業 総 額 ( b )  補 助 対 象 費 用  

 

a  円/10a 千 円  

 

千 円  

( ( b ) × 1 / 2 )  

事 業 内 容  

 

３．機械 ・施設 等の 購入 ま たは賃 借（   年  月  日～   年  月  日ま で）  

施 設 ・ 機 械 器 具 名  
規模・数量 

（㎡・台） 用 途  費 用  事 業 総 額 ( c )  補 助 対 象 費 用  

□賃借  

□購入  
  円  

千 円  

 

千 円  

( ( c ) × 1 / 2 )  

□賃借  

□購入 
  円  

□賃借  

□購入 
  円  

□賃借  

□購入 
  円  

４．雇用 状況 （   年  月  日～   年  月  日 まで）  

 常時雇用者 臨 時 雇 用 者  うち補助金対象雇用者   
（市内在住常時雇用者）  

従 事 業 務 内 容  補 助 対 象 費 用  

既  人  人  人   

千 円  

( ( d ) × 2 0 千 円 )  

新  人  人  人  

計      人  人  人  
( d )  



別記第３ 号様式 （第 ６条関 係）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金事業実施計画変更認定申請書 
 

 年   月   日  

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号               

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

 上記の 補助事 業に 関し，    年   月   日 函農農 をも って事 業実

施計画の 認定を 受け ました が，そ の内容 に変更が 生じま した ので， 認定

を受けた く， 函 館市 農業法 人参入 支援 事 業費補助 金交付 要綱 第 ６条 の規

定により ，関係 書類 を添え て申請 します 。  

 

（変更の 理由）  

 

（変更の 内容）  

 

（補助金 に要す る経 費）  

変  更  前   金                千 円  

変  更  後   金                千 円  

（補助金 の額）  

変  更  前  
 金                千 円  

（ う ち 領 収 済 額  金            千 円 ）  

変  更  後  千円   

（補助事 業の完 了期 限）  

変  更  前  年     月    日まで  

変  更  後    年     月    日 まで  



別記第４ 号様式 （第 ６条関 係）  

函 館 市 農 業 法 人 参 入 支 援 事 業 費 補 助 金 事 業 中 止 申 請 書  
  

 年   月   日  

 

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号               

 

            

  

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

上記の補 助事業 に関 し，     年   月   日 函農農 をも って事 業

実施計画 の 認定 を受 けまし たが， その計 画を次の 理由に より 中止し たい

ので，函 館市 農 業法 人参入 支援 事 業費補 助金交付 要綱第 ６条 により ，申

請します 。  

 

（中止ま たは廃 止の 理由）  

  



別記第５ 号様式 （第 ７条関 係）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金交付申請書  

  

年   月   日  

 

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号               

 

             

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

 上記の 補助事 業に 関し，    年   月   日 函農農 をも って事 業実

施計画の 認定を 受け ました ので， 農業法 人参入支 援事業 費補 助金交 付要

綱第７条 第１項 の規 定によ り，次 のとお り申請し ます。  

申請する 補助対 象経 費  実施時期  事業費  

  年   月  

～    

年   月  千円  

  年   月  

～    

年   月  千円  

  年   月  

～    

年   月  千円  

  年   月  

～    

年   月  千円  

 

合   計           

千円  

 

 



別記第６ 号様式 （第 1 0条関係 ）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金生産状況報告書  

 年   月   日   

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号                         

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

 

    年  月  日 函農農 をもっ て補助 金の交付 の決定 を受 けた上 記の

補助事業 につい て ，函館 市 農業 法人参 入 支援 事業 費補助 金交 付要綱 第 1 0

条の規定 により ， 次 のとお り報告 します 。  

 

補助金申 請地住 所  ：  函 館市                    

申  請  経  費   ：  □ 土地の 賃借料  □土地 の購入 費  □土壌 改良  

           □ 機械等 の取得  □機械 の借用   □人件 費  

報告年  生産物  栽培面積 （ a）  収量（ t）  

１年目  

（    年）  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２年目  

（    年）  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

３年目  

（    年）  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

４年目  

（    年）  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

５年目  

（    年）  

 
 
 

 
 
 

 
 
 



別記第７ 号様式 （第 1 1条関係 ）  

函館市農業法人参入支援事業費補助金事業中止届出書  

  年   月   日  

（あて先 ）函館 市長  

      住   所               

      法  人  名               

      代 表者 名               

      電 話番 号               

       

  

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

次のとお り補助 金の 交付に 係る事 業の中 止をした ので， 函館 市農業 法

人参入支 援事業 費補 助金交 付要綱 第 1 1条により届 け出ま す。  

 

１．所在 地     

                     

２．補助 金の交 付決 定年月 日  

年   月   日   

年   月   日    

年   月   日   

年   月   日    

年   月   日    

 

３．中止 の年月 日  

   年   月   日  

４．中止 または 廃止 の理由  

 

 



別記第８ 号様式 （第 ５条関 係）   

函館市農業法人参入支援事業費補助金事業実施計画認定通知書  

            

函  農  農     

 年   月   日  

         様  

 

函  館  市  長   

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

年  月  日付で 申請 のあっ た上記 補助事 業に係る 補助金 の事 業実施

計画につ いて， 内容 の審査 の結果 ，次の とおり計 画を認 定し たので ，函

館市農業 法人参 入支 援事業 費補助 金 交付 要綱第５ 条第３ 項の 規定に より

通知する 。  

 

記  

認 定 す る 計 画 に よ る 補 助 金 の 額 お よ び 補 助 対 象 経 費 は 次 の と お り と

する。  

補助金の 額  

円    

補助対象 経費  

□  土地の賃 借料            □  土地の 購入費          □  土壌改 良  

□  機械・施 設取 得          □  機械借 用              □  人件費  

 

  



別記第９ 号様式 （第 ６条関 係）   

農業法人参入支援事業費補助金事業実施計画変更（中止）承認通知書 

            

 函  農  農     

 年   月   日  

         様  

 

函  館  市  長   

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

年  月  日付で 申請 のあっ た上記 補助事 業に係る 補助金 の交 付につ

いて，内 容の審 査の 結果， 次のと おり変 更（中止 ）決定 した ので， 函館

市農業法 人参入 支援 事業費 補助金 交付要 綱第６条 第２項 の規 定によ り通

知する。  

 

記  

交付する 補助金 の額 および 補助対 象経費 は次のと おりと する 。  

補助金の 額  

（変更前 ）  

              円  

（変更後 ）  

             円  

補助対象 経費  

（変更前 ）  

□土地の 賃借料  □土地 の購入 費  

□土壌改 良    □機械 ・施設 取得  

□機械借 用      □人件 費  

（変更後 ）  

□土地の 賃借料  □土地 の購入 費  

□土壌改 良    □機械 ・施設 取得  

□機械借 用      □人件 費  

  



別記第 1 0号様式 （第８ 条関係 ）   

農業法人参入支援事業費補助金交付決定および額の確定通知書  

            

 函  農  農        

 年   月   日  

         様  

 

函  館  市  長   

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

年  月  日付で 申請 のあっ た上記 補助事 業に係る 補助金 の交 付につ

いて，内 容の審 査の 結果， 次のと おり決 定したの で，函 館市 農業法 人参

入支援事 業費補 助金 交付要 綱第８ 条第１ 項の規定 により 通知 する。  

 

記  

交付する 補助金 の額 および 補助対 象経費 は次のと おりと する 。  

補助金の 額  

円    

補助対象 経費  

□  土地の賃 借料            □  土地の 購入費          □  土壌改 良  

□  機械・施 設取 得          □  機械借 用              □  人件費  

 



別記第 1 1号様式 （第８ 条関係 ）   

農業法人参入支援事業費補助金否交付通知書  

            

函  農  農       

 年   月   日  

         様  

 

函  館  市  長   

 

    年度  函館 市農業 法人参 入支援 事業費補 助金  

     

年  月  日付で 申請 のあっ た上記 補助事 業に係る 補助金 の交 付につ

いて，内 容の審 査の 結果， 補助金 の交付 が不適当 と認め られ るので 函館

市農業法 人参入 支援 事業費 補助金 交付要 綱第８条 第２項 の規 定によ り通

知する。  

 

 

 

 

 


